	塗料製造業


販売量は、平成20年10～12月期以降、大幅に落ち込んだ。21年４～６月期以降も減少が続いているものの、減少幅は縮小している。建設機械、工作機械向けの落ち込みは大きかったが、大型自動車の補修用塗料、住宅のリフォーム用塗料の販売は底堅く推移するなど、需要分野による格差は大きい。各企業は、環境配慮型製品の開発による付加価値の増大を目指すとともに、生産品目を絞るなどの集約化を進めている。

製品・業界の概要
塗料は、対象物に塗装することによって塗膜を形成し、それによって対象物の保護、美粧などの効果を与える。対象物の表面特性を変化させ、防塵、抗菌、耐火などの特別な効果のある製品もみられる。
製品は、合成樹脂塗料、ラッカー、電気絶縁塗料、シンナーなどに分類され、合成樹脂塗料が金額ベースで約７割を占める。合成樹脂塗料は、さらに溶剤系、水系、無溶剤系（粉体塗料など）に分類される。
塗料の需要分野は多岐にわたる。主な需要分野は土木建築分野であり、全需要量に占める割合をみると、「建物」（25.2％）、「建築資材」（4.9％）と、橋梁などの「構造物」（4.8％）を合わせて34.9％に達する（社団法人日本塗料工業会『日本の塗料工業平成21年版』、原典は同「2007年度塗料製造実態調査」）。次いで、乗用車、トラックなどの「道路車両」であり、新車（17.7％）、補修用（3.6％）を合わせて21.3％を占める。以下、「金属製品」7.0％、「船舶」6.5％などが主な用途であり、「輸出」は5.4％を占める。
出荷額に占める中小企業の割合は58.0％であり、製造業計で39.9％であることと比べて中小企業の占める比重が高いことが特徴である（経済産業省『平成18年工業統計表（企業統計編）』）。特に、油性塗料、ラッカー、電気絶縁塗料、シンナーなど、合成樹脂塗料以外の品目で中小企業の比重が高い。
用途別では、自動車新車用や大手ハウスメーカーの建築物向けは大企業、自動車補修用、住宅リフォーム向けは中小企業といった棲み分けがなされるなど、業界は、大企業と中小企業が並存しているといえる。
　大阪の地位

大阪は、戦前から塗料の生産・流通の中心であり、昭和12年には全国125工場のうち、大阪には59工場が立地した（大阪府商工労働部工業課・大阪府立商工経済研究所『大阪の地場産業』昭和56年３月）。
塗料生産が大阪に集積した背景としては、原料となる油脂や天然樹脂が中国や東南アジアからの輸入であり、また製品輸出もアジア地域であったことから、これらの地域との交流が活発で河川交通の発達した阪神地区が立地上優位であったこと、主要需要先であった船舶の建造、修理が西日本に集中していたことが要因としてあげられる（同上）。現在でも、神崎川沿いの淀川区を中心に大阪市内に立地する企業が多い。
　平成19年の大阪府における事業所数は82、従業者数は2,662人、製造品出荷額等は1,151億円であり、全国に占める割合は、それぞれ18.6％、13.7％、9.9％である（経済産業省『工業統計表（細分類別統計表）』、従業者４人以上）。大阪府は、事業所数で全国１位、従業者数で埼玉県、愛知県に次ぐ第３位、製造品出荷額等で愛知県、埼玉県、栃木県に次ぐ第４位である。　
販売・生産は減少
販売量は、19年まで増加傾向にあったが、20年に入ってから頭打ちとなり、７～９月期には前年同期比で2.2％減となった。10～12月期には同16.1％減、21年１～３月期に同31.9％減と大幅に落ち込んだ。４～６月期は同22.7％減、７月に同19.7％減、８月には同11.2％減と依然として減少が続いているものの、減少幅は縮小している。
生産量についても販売量と同様に、20年10～12月期以降落ち込んでいる。20年10～12月期以降の減少率は、販売量よりも大きく、需要の減退に対して、急速に生産調整を行なったことが窺える。

販売は需要分野により格差

社団法人日本塗料工業会が、会員に対して行った「平成21年８月業況観測アンケート調査結果」によると、８月の販売金額は前年同月比で12.6％減であった。
ただし、需要分野による販売の格差は大きい。「建築・外装」では0.9％増であるのに対して、「自動車」では21.8％減と減少率が大きく、以下、「電気・機械・金属」19.3％減、「木工」11.7％減、「船舶・構造物」10.2％減となっている。

大阪府内企業に対する聞き取り調査からも、需要分野によるばらつきが大きいことが示される。例えば、建設機械、工作機械向けは、一時、前年同月比で９割減になったという企業もみられる。電気機械向けや補修用自動車向けは、産業機械や自動車新車向けよりも減少幅が小さいが、それでも２割程度の減少となった。ただし、トラックやバスなどの補修用塗料は、車検に際して塗層することから微減で推移している。
橋梁用の販売も減少しているものの、前年比で１桁台の減少率である。建築向けについても、住宅用は新築向けの販売が減少しているものの、団塊世代の保有する住宅のリフォームについて堅調な需要がある。ただ、夏場は天候不順により塗装工事が滞ったことにより、販売が約10％減となった企業もみられた。
一方、工場等事業所向けも設備投資が冷え込んでいることから販売が大きく減少した。工場の塗り替えについても、３～５年の周期を延ばしている事業所が多いことから落ち込みが大きい。
収益は悪化

原材料価格は20年秋まで上昇が続いたが、製品価格への転嫁は半分程度に留まった。このため、販売量の減少と相まって減益となった企業が多く、中には赤字になった企業もみられる。

設備投資には慎重

設備投資は、維持・補修や、省力化のために行う程度であり、概ね前年並みの水準である。一部には、ユーザーに塗料の使い方の講習をするために研修センターを設置するという企業もみられる。

資金繰りは特に問題なし

販売先は、小規模な塗料専門店が多く、120日程度の手形で売掛金を回収しているが、現金取引もある。販売先の中には、倒産や支払い遅延もみられるが、特定の販売先への依存度が高くないので、資金繰りに問題は生じていない。設備投資資金については、銀行からの借入れは難しくなく、内部留保の厚い企業では自己資金で賄っている場合もある。

技術者の採用は継続
新卒採用をこれまで継続的に行ってきた企業の中には今年度は採用せず、来年度以降も様子をみるという企業がある。しかし、雇用情勢が悪化し、優秀な人材が採りやすい昨今の状況の中で、育成に時間を要する技術者を確保しておきたいとの考えから、21年春に続いて22年春にも新卒者を数名採用するという企業も多い。
環境配慮型などの製品開発の取組
塗料は主として樹脂・顔料・添加剤・溶剤を練り合わせて製造されるが、有機溶剤に含まれているＶＯＣ（揮発性有機化合物）は、アレルギー症やシックハウス症候群、大気汚染の原因の一つと言われる。このため、各社とも、ＶＯＣを減らした低ＶＯＣ塗料や水性塗料など環境配慮型製品の開発の動きを継続的に進めており、徐々に市場に浸透している。
また、産学官連携によりナノテクノロジーを用いて、汚れが降雨で洗い流される塗料を開発した企業では、ユーザーにとって塗り替えの手間を省けることから大口顧客への採用が増え、当該製品の販売を伸ばしている。橋やトンネルなどの社会インフラの老朽化が徐々に進み、そうしたインフラの延命が重要な課題となる中で、コンクリートの劣化を防ぐ効果の高い塗料を開発した企業もあり、今後の展開が期待される。
今後の見通し
平成21年３月に公表された社団法人日本塗料工業会の平成21年度需要予測によると、21年度は業界全体としては前年度比7.8％減と見込んでいる。産業別では、「建物」が大型物件開発の見送りや内需の低迷による住宅塗り替えの伸び悩みにより3.2％減、「道路車両」は新車が18.1％減と見込んでいる。
このところ販売量の減少幅は小さくなっているものの、戻りの勢いは弱まっているとの向きがある。今後、回復しても当面、直近のピークである平成18年の水準にまで戻るとは考えられていない。このため、新製品開発による付加価値の増大を目指すだけでなく、生産品目を絞るなど集約化を進めることによって生き残る方針である。
（町田　光弘）
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愛知県 32 7.3 2,767 14.2 1,840 15.8

埼玉県 69 15.6 3,283 16.9 1,700 14.6

栃木県 11 2.5 878 4.5 1,183 10.1

大阪府 82 18.6 2,662 13.7 1,151 9.9

兵庫県 52 11.8 1,875 9.6 1,125 9.6

全国 441

100.0

19,456

100.0 11,665 100.0

資料：経済産業省『工業統計表（細分類別統計表）』

（注） 従業者４人以上の統計。各項目の右欄は全国シェア。

事業所数 従業者数 製造品出荷額等

表１　塗料製造業の概要（平成19年）
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重量 前年(同期）比 重量 前年(同期）比

平成17年   1,902,446

3.7

2,009,790

2.9

18年 1,950,881

2.5

2,056,474

2.3

19年 1,940,041

-0.6

2,076,597

1.0

20年 1,838,791

-5.2

1,982,421

-4.5

20年　１～３月 468,084

-1.6

507,183

-0.6

４～６月 471,830

-0.6

507,862

0.0

７～９月 470,717

-1.8

505,473

-2.2

10～12月 428,160

-16.1

461,903

-14.7

21年　１～３月 318,712

-31.9

363,806

-28.3

４～６月 364,523

-22.7

396,869

-21.9

７月 135,211

-20.1

147,253

-19.7

８月 114,783

-16.7

130,153

-11.2

資料：経済産業省『化学工業統計』

（注） 常用従業者10名以上の事業所を対象した統計。

生　産 販　売

表２　塗料の生産・販売の推移（全国）
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